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◆個人企業経済調査～平成17年7-9月期・結果確報～　　11月22日(総務省） 

　・個人企業の企業主の今期の業況ＤＩは、マイナス63.8で、前期（平成17年4～6月期）に比べ、1.5ポイントの悪化。 

　・来期（平成17年10月～12月期）の業況見通しＤＩは、マイナス57.6で、今期の業況判断に比べ、6.2ポイントの改

善の見通し。 

◆労働力調査詳細結果～7-9月平均～　　11月29日(総務省)  

　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は32.9％と、前年同期比1.4ポイントの上昇。 

　・完全失業者を失業期間別にみると、「1年以上」が95万人と最も多く、次いで「3カ月未満」が93万人で続く。 

◆労働経済動向調査～11月～　　12月１日（厚生労働省）  

　・常用労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．（[不足」－「過剰」）は前期比20ポイントと不足超過幅が拡大。 

　・雇用調整実施事業所割合（7～9月期実績）は調査産業計で13％と前期比やや低下。 

◆第4回21世紀出世児縦断調査　　12月6日(厚生労働省) 

　・子供が3歳半になった時点で「有職」の母は41.8％と、子供が2歳半だった前回調査の34.7％から増加。 

◆国民経済計算～7-9月期・2次速報～　　12月9日(内閣府) 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率は実質で（季調済）前期比0.2％（年率1.0％）のプラス成長。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.3％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0.0％。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

11月11日～12月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

賃金構造基本統計調査（初任給）～平成17年～　　11月25日（厚生労働省） 

～大卒初任給2年連続減少～ 
　賃金構造基本統計調査の結果によると、2005年（平成17年）の初任給は、大卒で19万3900円と前年比で0.6％減少
した。高卒では、15万2900円と同0.2％の増加だった。 
時系列でみると、大卒と高卒の初任給は同様の推移であるが、2003年以降は動きが異なっているのがわかる。特に、
大卒は2003年に1.5％増と増加した後、2004年1.6％減少、2005年には0.6％と減少し続けている。 
この大卒初任給の増減を産業別にみると、2004年（新産業分類）に、共に減少した「建設業」、「医療，福祉」が
2005年にはそれぞれ「建設業」（3.0％増）、「医療，福祉」（2.7％増）と共に増加した。しかしながら、高卒においては
「建設業」（4.3％減）、「医療，福祉」（1.2％減）と減少し続けている。一方、初任給額の最も高い情報通信業は、大卒
で1.3％増、高卒では5.7％と大きく増加した。 
 

情報解析部 



万人 万人 万人 万人 万人 万人 万人 人 ％ ％ 

万人 人 ％ ％ 倍 倍 ％ ％ ％ ％ 

35

最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2006.1

主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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労働力 
人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2カ月前からの3カ月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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2001年 
 
2002年 
 
2003年 
 
2004年 

女性雇用管理制度等の実態の把握（家
族手当・住宅手当の支給状況含む） 
育児休業制度及び介護休業制度等の実
施状況 
男女雇用機会均等法の施行後の企業に
おける女性の雇用管理の状況 
男女雇用機会均等法の母性健康管理措
置の実施状況 

表１　最近の女性雇用管理基本調査のテーマ 

2001年 
2002年 
2003年 
2004年 

パートタイム労働者総合実態調査 
求職者総合実態調査 
就業形態の多様化に関する総合実態調査 
高年齢者就業実態調査 

表２　最近の雇用構造調査 

女性労働者に関する統計 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　性別は統計において基本的な属性区分の一つであり、国勢調査、労働力調査、賃金構造基本統計調査な
ど多くの統計において、男女別にデータを得ることができます。 
　今回は、調査範囲を女性に焦点をあてた調査を紹介したいと思います。 
厚生労働省「女性雇用管理基本調査」 
　厚生労働省において行われる調査の多くは統計情報部で行われていますが、この調査は、雇用均等・児
童家庭局で行われています。 
　女性労働者の雇用管理の実態等を総合的に把握することを目的に、毎年調査テーマを変えて実施されて
います（表１参照）。2004年は、男女雇用機会均等法の母性健康管理措置の実施状況を中心とした調査が行
われました。 
　2004年調査によると、育児休業取得率（平成15年度の1年間に出産した者又は配偶者が出産した者のうち、
平成16年10月1日までに育児休業を開始した者）を男女別にみると、女性は70.6％、男性は0.56％となって
います。 
厚生労働省「パートタイム労働者総合実態調査」 
　2001年に、パートタイム労働者の雇用の現状及び今後の動向、労働条件等の就業実態の現状等を把握す
ることを目的とし、パートタイム労働者の雇用理由、雇用契約期間、就業に関する事項、仕事についての
考え方などが調査されています。 
　この調査によると、「パート」について、仕事内容が同じと思う正社員との賃金差の意識をみると、「比
べられる正社員がいない（わからないを含む）」33.7％、「低いと意識したことはない」28.7％、「低いと意識
したことがあるが納得できる」21.5％、「低いと意識したことがあり納得できない」15.8％となっています。 
　なお、パートタイム労働者総合実態調査は厚生労働省が実施している雇用構造に関する特別調査の一つ
であり、最近では表２のような調査が行われています。 
内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」 
　男女共同参画社会に関する国民の意識を把握することを目的とし、男女の地位に関する意識、職業生活、
家庭生活について調査されています。  
　2004年調査において、一般的に女性が職業をもつことについて、どう考えるか聞いたところ、「女性は
職業をもたない方がよい」と答えた者の割合が2.7％、「結婚するまでは職業をもつ方がよい」と答えた者
の割合が6.7％、「子どもができるまでは，職業をもつ方がよい」と答えた者の割合が10.2％、「子どもが
できても，ずっと職業を続ける方がよい」と答えた者の割合が40.4％、「子どもができたら職業をやめ、
大きくなったら再び職業をもつ方がよい」と答えた者の割合が34.9％となっております。 
 
　日本では、女性の年齢別労働力率がいわゆるＭ字型カーブを描く、ということがよくいわれます。この
Ｍ字型カーブ解消のシミュレーションが「平成16年版女性労働白書」に掲載されて（図１）いますが、まず、
実際問題として、女性が育児・家事・仕事のすべてを行うことが、いかに困難なことであるかとの認識を
持つことが大切なのではないでしょうか。その認識に立ち、いかにして社会（含む：夫、親、etc）が女性
を支えるかということになるのではないでしょうか。 

　Ｍ字型カーブは未婚者の高い
有業率と既婚者の低い有業率か
ら合成される。有配偶者の有業
率がどれだけ上がれば、Ｍ字型
カーブが解消されるか大まかな
シミュレーションをすると右の
とおり。 
　30～34歳の有配偶女性が15％
ポイント程度、35～39歳が10％
ポイント程度上昇すれば、Ｍ字
型カーブはほぼ解消される。 
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局
「平成16年版女性労働白書」より） 

図1　M字解消のシミュレーション 

資料出所：総務省統計局「労働力調査」平成16年 
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